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平成5年は政治､経済の変革の年だといわれる。

従来政治、経済、公約年金等々、いづれも変革と

失敗の過程を経験している。特に年金は財政と深

く結びついている為に破綻した場合の影響が大き

い。昭和19年に厚生年金が出来た時、戦争とイン

フレに晒され無残の姿を露呈した。

戦後は産業界や労仇界が賦課方式の性格をもつ

退職一時金を採用し、税制もこれを助けた。とこ

ろが、この退職一時金は企業の負担を強いた為、

それに変わる年金制度を求め、公的年金と企業年

金の併用に変化してゆく。

政府も財政負担の限界を理由に政府でも民間で

もない性格の第三者である「基金」が運営の主体

となって修正積立方式の混合方式をやろうという

金融、資本市場、行政等の介入運用の為、バブル

経済の崩壊の為に「基金」も巨額の評価損をかか

える結果となった。

世界の年金の歴史も又、戦争とインフレには勝

てず。前進と後退の連続でもあった。

特に我が国の場合、政争の具に供され、積立方

式の年金が他の財政難を理由に財政投融資の中で

運用され利息の安い所で利用されて一層不明朗な

ものになってしまった。

しかしイバラの道の中で、これほど強く生存で

きたのは高齢化社会を迎えた現在長い老後生活を

支える公的年金がいわば終身月給の性格をもつ様

になったことだ。

平成4年5月に行われた総理府の「国民生活に

関する世論調査によれば、勤労者の抱かえている

'悩みや不安で最も多いのは「老後の生活設計」で

｢自分の健康」「家族の健康」を上回り40.1%に上

っています（下表参照）又「老後の生活設計」に

対して不安や悩みを持っているとする者は年令に

従って上昇し、45才以降は約50%にも達している

ことから、中高齢者の多くが老後生活に対する不

安や悩みを抱えているもの推測される。（下表参

照）

平成2年度の厚生年金被保険者の年令構成、50

代は全体の506万人であるが､団魂の世代を中心と

する層が50代に突入する平成12年(2000年）には

100万人以上が増加し620万人になると推測されま

す。今後の施策がこれらの不安の解消と老後保障

等の問題をどう企業と政府が応えるか大きな社会

的テーマとして浮上して来るものと考えられる。

率帝京短期大学非常勤講師（秘書学・社会保険労務士）
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勤労者の悩みや不安の内容 (複数回答、単位：％）

資料：総理府「国民生活に関する世護調査」（平成4年5月調査）より作成

「老後の生活設計について」不安であると回答した者の割合
)l(％

50
.7

5．

0

2025 3 0 3 5 40
1

2429343944

歳歳歳歳歳

資料：総理府「国民生活に対関する世論調査」（平成4年5月調査）より作成
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厚生年金の被保険者の年齢構成の推移
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注：（）内は60歳支給の場合の参考試算資料：社会保険法規研究会「年金と財政」（平成2年3月)より作成
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に実施した「長寿社会に関する世論調査」による

と、個人老後に準備すべきものは「収入、貯蓄な

どの確保｣68.9％｢体力の増進や健康の保持｣43.7

％､｢趣味を持つこと｣31.2％の順になっている(下

図参照）即ち豊かな老後とは安定した生活の中に

健康、経済、生きがいが三大柱となることを意味

してるもので、特に社会保障という経済的なもの

日経連調査によると福利厚生費の内訳けは下表

の如く「財産形成の費用」「給与住宅の費用」「医

療保険の費用」等の7大費用に分類し且この10年

間の推移を試みている、このことは「老後保障の

費用｣が他の費用を上回ることを表し､公的年金十

企業年金の支える姿の大きさを物語っているとい

える。

個人の老後生活として、総理府は平成3年9月 が必要であると推測される。

福利厚生費の推移
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資料：日本経営者団体連盟「福利厚生費岡壷紡果報告」各年度版よ')作成

個人として準備しておくべきことと具体的に準備していること

（複数回答、単位：％）
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資料：総理府「長寿社会に関する世酷餌査」（平成3年9月岡査）より作成
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公的年金の役割の増大は当然として、今後は公

的年金、退職金、企業年金などに加えて経済面の

安定が叫ばれるのもインフレやバブル崩壊等の不

安定要素の含んだ、社会政策の失敗に身を委ねる

ことにこりたからだ。

老後の自助努力志向が強くなるもの下記の表は

訴えている。

そして追加準備として生命保険や年金等が必要

だと回答している。

退職後の生活費について
(単位：％）

公的年金と退職金､企業

年金でなんとかまかな

えると思う

<老後生活安泰派＞

公的年金と退職金､企業

年金では不十分だがそ

れに預貯金･個人年金等

を加えれば､なんとかま

かなえると思う

<自助努力指向派＞

生活を得るために､働か

ないといけないと思う

<就労による生活閏寺派＞

見通しが立たず､不安で

ある

不明
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資料：労働省「働き盛りの勤労者の意識に関する調在」（平成3年3月調査）より作成

平成6年には年金制度の改正が予定されてる。った。

公的年金制度の一元化と支給開始年令の見直し問戦後昭和29年

題が浮上し平成4年9月には社会保障制度審議会れ、特定職域の

の年金数理部会が、年金財政の次期再計算に向け度の整備統合が

て審議内容を取りまとめた報告書を発表した。又36年には国

我が国の公的年金制度は、明治8年に軍人や官民皆年金」制度

吏のための恩給制度が始まりで、その後恩給制度との年金制度の

が適用されない者を対象した政府の雇用人に対す分立する状態に

る共済組合が各現業部門ごとに設立され、昭和17業構造の変化と

年には民間の男子労働者を対象に労働者年金保険なった。

が誕生し、昭和19年には戦争協力推進で女子及び昭和50年代に

事務職員等を加える厚生年金保険へと発展してい制度のあり方は

戦後昭和29年から37年にかけて全面改正が行わ

れ、特定職域の共済組合の設立、公務員の年金制

度の整備統合が行われた。

又36年には国民年金制度が発足し､この結果｢国

民皆年金」制度が実現しました。この様に職域ご

との年金制度の為、給付内容も負担方法も異なり

分立する状態にある訳で、この為に産業構造や就

業構造の変化と財政上の問題が深くかかわる様に

なった。

昭和50年代に入り、高齢化社会に対処する年金

制度のあり方は「一元化」の問題となり制度間の
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上げ、具体的には平成22年までには完了させる予

定である。

我が国社会は、諸外国にも例をみないスピード

で高令化社会へ移行しつつあり、現役世代による

扶養される老令世代が急速に増加している。工業

化、都市化現象の中で、益々核家族化が進行して

いる今日、家族制度を中心とした私的扶養のみで

は全て委ねることは難しく、現役世代と老令世代

の社会的な助け合いの仕組みである公的年金制度

の果すべき役割が前述した様に益々重要となって

くる。「基礎年金の導入」が示す様に（下記参照）

一階部分と二階部分（比例報酬又は職域部分）と

に成り立っている。

不均衡の解消を図るのを目的とした答申が臨時行

政調査会で行われた。

政府は昭和59年2月平成7年を目途に公的年金

制度の一元化を完了させることとし、昭和60年の

改正点の国民年金法の改正で分立から統一の榊造

転換を図る意味で「全国民共通の老令基礎年金」

を一階部分として位置づけその上の二階部分とし

て報酬比例年金である被用者年金を上乗せするこ

と、給付の公平にする為に厚生年金と共済年金の

算定方法を同一にすること等をきめ61年度から実

施されました。次に厚生年金支給開始年齢の引き

上げが段階的に65才まで引き上げてゆくことは保

険料率と財政面から避けられないことがはっきり

した為「給付水準の維持」と「将来の負担の適正

化」を図り支給年令開始を段階的に65才まで引き

〔一般被業者〕〔自営業者〕 〔公務員等〕

淫国寓(任意加入）

(改正前）

"1雲謹.滝|《…入，』
(改正後）

－－－十一 -1公務員等－被用者世帯
’

日巨不一ロー‐、

~I

自営業者、農民等は国民年金に加入し、サラリ

ーマンは厚生年金保険や共済組合に加入するとい

う、「タテ割り」の制度体系となっており、分立す

る制度ごとに給付と負担の設計が行われている

為、結果的に制度間の格差が出て来た。基礎年金

制度は各制度に共通の横断的な仕組みであるか

ら、全ての加入者にとって年金を受給する為の用

件が等しくなり又同一条件の下での年金額は等し

〈なる。

また､サラリーマンも自営業者と一諸になって、

年金受給者を支えることになるからいづれの職務

の人であっても給付と負担のバランスが同じくな

るということになる。

次に二階部分の報酬比例年金とは下記の表の如

くである。
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二階建て年金の構造

従来の厚生年金・共済年金現在の厚生年金・共済年金

報酬比例部分

(平均標準鴬側月額x乗率x加入期間）

一一●一一口一画令一今＝ー一一一＝ー一幸一一ー＝‐宇寺一一・・●●つ■●●■｡●由一

定 額部分

(定額単価×加入期間）

→

－シ

報酬比例年金

(平均標準報酬月額x乗率x加入期間）

基礎年金

(定額）

次に老令（退職）給付の種類

1）老令基礎年金

すべての国民に共通に支給される老令基礎年金

は、保険料納付済期間と保険料免除期間を合算し

た期間が25年以上である場合に支給される｡(国民

年金法第26条）

昭和36年4月から昭和61年3月までの納付済期

間が、20才以上60才未満の間であるものに限り他

の厚生年金や共済年金の組合せ期間と一致する。

｢いわゆるカラ期間上とは合算対象期間であって年

金額には反映されない。

次に昭和61年3月現在で受給資格の短縮の特例

がある。これは法改正の前は20年としていた為の

旧制度から円滑な移行の為の措置である○次の表

のとおりである。

大正15年4月2日から昭和2年4月1日までの間に生まれた人

昭和2年4月2日から昭和3年4月1日までの間に生まれた人

昭和3年4月2日から昭和4年4月1日までの間に生まれた人

昭和4年4月2日から昭和5年4月1日までの間に生まれた人

昭和27年4月1日以前に生まれた人

昭和27年4月2日から昭和28年4月1日までの間に生まれた人

昭和28年4月2日から昭和29年4月1日までの間に生まれた人

昭和29年4月2日から昭和30年4月1日までの間に生まれた人

昭和30年4月2日から昭和31年4月1日までの間に生まれた人

－64－
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次の表は男子40;t(女子は35*)以後の厚生年

金の被保険者期間の特例である。

昭和22年4月1日以前に生まれた人 15年

昭和22年4月2日から昭和23年4月1日までの間に生まれた人 16年

昭和23年4月2日から昭和24年4月1日までの間に生まれた人 17年

昭和24年4月2日から昭和25年4月1日までの間に生まれた人 18年

昭和25年4月2日から昭和26年4月1日までの間に生まれた人 19年

次に老令厚生年金の支給要件は老令基礎年金と

全く同様であり厚生年金に1ヵ月でも加入したこ

とがあれば老令厚生年金をうけられる。

いつから支給をうけられるかである。老令基礎

年金は受給資格期間を満たしている人が65才に達

したときに支給される（国民年金法26条）

若しその時点で不足の場合は高令任意加入被保

険者となって納付すると満額になった時に支給さ

れる。

次にいくらもらえるのか。

1)老令基礎年金の計算式は下記の表を参照され

たい。

老齢基礎年金額の計算式

三分の一について附言すれば、拠出した者と均

衡を保つため口庫負担相当額を支給する為であ

る。又付加保険料毎月200円を払込んだ人ついて、

その分納付月数に乗じた額が加算される、又物価

スライドは適用しない。

次に繰上げ、繰下げ支給についての計算方法は

次の表のとおりである。

－65－

期間短縮者の加入可能年

生年月日

大正15年4月2日～昭和2年4月1日

昭和2年4月2日～昭和3年4月1日

昭和3年4月2日～昭和4年4月1日

昭和4年4月2H～昭和5年4月1日

昭和5年4月2日～昭和6年4月1日

昭和6年4月2日～昭和7年4月1日

昭和7年4月2日～昭和8年4月1日

昭和8年4月2日～昭和9年4月1日

昭和9年4月2日～昭和10年4fi1日

昭和10年4月2日～昭和11年4月1日

昭和11年4月2日～昭和12年4月1日

昭和12年4月2日～昭和13年4月1日

昭和13年4月2日～昭和14年4月1日

昭和14年4月2H～昭和15年4月1日

昭和15年4月2日～昭和16年4月1日

昭和16年4月2日以後

加入可能年数

(300月）25年

(312月)26年

(324月）27年

(336月）28年

(348月）29年

(360月）30年

(372月）31年

(384月）32年

(396月）33年

(408月）34年

(420月）35年

(432月）36年

(444月）37年

(456月）38年

(468月）39年

(480月)40年



繰上げ支給の減額の割合

支給をうけるときの年齢 減額の割合

60歳 0．42

61歳 0.35

62歳 0.28

63歳 0.20

64歳 0.11

繰下げ支給の加算割合

当該年金の受給権を取得した日から
起算して当該年金の支給の繰下げの
申出をした日までの期間

1年を超え2年に達するまでの期間

2〃3〃

3〃4〃

4〃5〃

5年を超える期間

65霞からの老齢厚生年金の年金額の計算式

加算
の

割合

0．12

0．26

0.43

0．64

0．88

60歳～64歳までの特別支給される老齢厚生年金の年金額の計算成

年金額={{舗服難問×(蕊険鴬瀞月数1}×1.107+

×|舗服峨箭0}×(被保険者期悶月数)｝×1.107+

－66－
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(平成5年度）

(平成5年度）
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(平成元年度）老齢厚生年金の定額単価及び乗率

(注）経過措澄期間中の定額単価は，生年月日に応じて等比的に逓減する。

経過的加算の額の計算式

①から②を控除した額

①1,388円に施行日における年齢に応じて政令で定める率を乗じて得た額に被保険者期間の月数(420

月(35年）を限度とする）を乗じて得た額

②その人に支給される老齢基礎年金のうち厚生年金保険者期間にかかる額

句｡〃・ﾊﾊ、，諏奄E生幸‘ｪ…､/厚生年金保険の被保険者期間（36年4月以後の期間であって，1
I ｝(平成5年度価格)×737,300円

最長加入可能期間120歳から60歳までの期間に限る。

(注）生年月日別に定める率については，表14の定額単価欄のとおりである。この率についても，報酬比例部分の乗率と同様に，年齢

が1歳若くなるごとに同じ割合で逓減するように定められている。

特別加算の額

－67－

生年月日（61．4．1における年齢） 乗率 定額単価 （参考）

大正15年4月2日11後（59歳） 1,000分の10 1,338円×1.875 2,603円

昭和2年4月2日1(後（58歳） 1 000分の9.86 ×1 817 2 552

昭和3年4月2日1【後 （57歳） 1 000分の972 ×1 761 2 444

昭和4年4月2日」 【後（56歳） 1 000分の958 ×1 707 2 369

昭和5年4月2日｣1後（55歳） 1 000分の944 ×1 654 2 296

昭和6年4月2日〕 1後（54歳） 1 000分°の931 ×1 603 2 225

昭和7年4月2日」 l後（53歳） 1000分の917 ×1 553 2 156

昭和8年4月2日〕 l後（52歳） 1 000分の904 ×1 505 2 089

昭和9年4月2日1(後（51歳） 1 000分の891 ×1458 2 024

昭和10年4月2日’ l後（50歳） 1000分の879 ×1 413 1 961

昭和11年4月2日』 l後 （49歳） 1 000分の866 ×1369 1 900

昭和12年4月2日〕 l後 （48歳） 1000分の854 ×1 327 1842

昭和13年4月2日｣1後（47歳） 1 000分の841 ×1 286 1 785

昭和14年4月2日〕 (後（46歳） 1 000分°の829 ×1 246 1729

昭和15年4月2日｣l後（45歳） 1 000分の818 ×1 208 1 677

昭和16年4月2日」 I後（44歳） 1 000分の806 ×1 170 1 624

昭和17年4月2日」 l後（43歳） 1000分の794 ×1 134 1574

昭和18年4月2日』 (後（42歳） 1000分の783 ×1 099 1 525

昭和19年4月2日1〔後（41歳） 1 000分の772 ×1065 1478

昭和20年4月2日」 l後（40歳） 1000分の761 ×1 032 1 432

昭和21年4月2日以後（39歳以下） 1000分の75 1388

受給者の生年月日
特別加算額

(昭和59年度価格）
特別 加算 額

(平成元年度価格）
実施期間
(60歳到達年次）

昭和14年4月2日

～15．4．1

15．4．2～16．4．1

16．4．2～17．4．1

17．4．2～18．4．1

18 4 2～

(月額）

24,000円（2,000円）

48,000円(4,000円）

72,000円（6,000円）

96,000円(8,000円）

120,000円(10,000円）

(月額）

28,800円(2,400円）

57,700円(4,808円）

86,500円(7,208円）

115,400円（9,617円）

144,200円(12,017円）

平成11年度

２
３
４
５

１
１
１
１



減額支給の割合

在職者が支給を

受ける場合、左

記の表の如く減

額支給される。

１
０経過的加算の内容
ロ

／
金
の
定
額
部

分
の
単
価

老
齢
厚
生
年

隙
礎

、
I

1

36．4．1 60歳

II

I
I

経 過的 加 算

卜老齢纂礎
|年金の
|｢単価」

金
の
定
額
部

分
の
単
価

老
齢
厚
生
年

〃〃〃菱
I

1

1

20歳

1

1

60歳

未満の配偶者、18才未満の子又は20才未満で一定

程度の障害の状態にある子であれば加給年金額が

支給され、その額は

配偶者21万2500円

第1子～第2子まで各21万2500円

経過的加算は当分の間1388円に施行日における

年金に応じて政令で定められる率を乗じて得た額

に、被保険者期間に係る額と除いた額が加算され

る。

又配偶者はその者に生計を維持されていた65才

－68－

標準報酬月額 支給割合

-92,000円
帥
一
ｍ

98,000円～110,000円
、
一
ｍ

118,000円～134,000円
㈹
一
ｍ

142,000円～160,000円
別
一
ｍ

170,000円～180,000円
㈹
一
ｍ

190.000円～200,000円
釦
一
ｍ

220,000円～240.000円
加
一
血

１
１

経過的加算
■
日
■
■
・
凸
■
■



第3子以降1人につき7万800円とする。

いつ受けられなくなるかも附記しておく。

老令基礎年金受給権者が死亡した時に失権。

老令厚生年金前記と同じだが、特別支給は65才

前の時は支給され65才に達した時に失権する。

障害年金は加入の長短に関わりなく障害の程度

により定額で支給される。

次に年金額の改定であるが次のいずれかに該当

したときは改定される

1)死亡したとき

2)受給権者による生計維持の状態がやんだとき

3)婚姻したとき

4)受給権者の酬昌者以外の者の養子となったとき

5)離縁によって受給権の子でなくなったとき

6)18才に達したとき

7)20才に達したとき

次に遺族への年金、遺族基礎年金は国民年金の

被保険者又は老令基礎年金の受給資格期間を満た

した者等が死亡したときに、その者によって生計

を維持されていた子のある妻又は子に支給され

る。

遺族の範囲は、妻については、死亡した夫の子

と生計を同じくしていること。

子については18才未満か又は20才未満で1級又

は2級の障害があり婚姻していないこと。

次に支給停止は、死亡したとき、婚姻したとき、

直系血族以外の養子になったとき、であり、いず

れも国民皆保険のための措散である。
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